
自転車ネットワークの現状・課題

資料１



自転車ネットワークを取り巻く環境
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自転車事故時の保険が不十分

シェアサイクルが少ない

違法駐輪が多い

身近に整備・点検してくれる自転車店や施設等が不十分

観光などのサイクリングロードが不十分

自転車と他の交通手段との連携が不十分

駐輪スペースが少ない

路上駐車が多い

自転車の運転マナーが悪い

安心して走れる自転車通行空間が不十分

割合（非利用者）

割合（利用者）

非利用者 n=5,500
利用者 n=6,946

（複数回答）

自転車の利用促進に向けた課題（自転車利用者・非利用者別）

出典：国土交通省「道路分野の脱炭素化政策集Ver1.0（概要版）」より作成

• 道路分野の脱炭素化のため、公共交通、自転車、徒歩など
低炭素な交通手段への転換促進が必要
⇒ R7.4 道路法の改正（道路分野の脱炭素化の推進）

カーボンニュートラル実現に向けた道路分野の脱炭素化の推進自転車関連交通事故件数

自転車への交通反則通告制度(青切符)の導入（R8.4～）

出典：警察庁「自転車を安全・安心に利用するために（自転車ルールブック）」

（自転車 対 自動車） （自転車 対 歩行者）

出典：国土交通省調べ（R7.6～7）

出典：警察庁資料



自転車ネットワーク計画の検討項目

車道混在
(矢羽根型路面表示)

自転車専用通行帯自転車道

自転車ネットワークの計画と整備の流れ

自転車ネットワークの整備にあたっては、対象エリア、ネットワーク路線、各区間の整備形態等を
定めた自転車ネットワーク計画を各地域で策定し、計画的な整備を推進
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【自転車ネットワークの計画と整備の流れ】

・基本方針、計画目標
・対象エリア
・地域の施設立地、道路状況等
・自転車ネットワーク路線

・整備形態（完成形態）
暫定形態、代替路等

・整備優先度
・整備スケジュール

C
自動車の速度*1が低く、
交通量が少ない道路

B
A、C以外
の道路

A
自動車の速度
が高い道路

車道混在自転車
専用通行帯自転車道整備

形態
自動車の速度が

40km/h以下、かつ
自動車の交通量が
4000台/日以下

A、C以外自動車の速度が
50km/h超目安

*2

*1 原則として規制速度を用いるが必要に応じて実勢速度を用いる
*2 目安であり、地域の課題やニーズ、交通状況を十分に踏まえた上で検討

自転車通行空間の整備形態 （出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））

暫定形態
完成形態での
整備が当面
困難な場合
(車道通行を

基本)

計画検討の開始

計画の対象エリアの設定

自転車ネットワーク路線の選定

各区間の整備形態の選定

自転車ネットワーク計画の決定

整備の実施

モニタリング

計画の評価、見直し

地域全体での自転車ネットワークの完成

優
先
的
計
画
策
定
エ
リ
ア
の
見
直
し

計
画

整
備

（出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））

（出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））
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自転車ネットワークに関する計画が位置付けられた
自転車活用推進計画を策定した市区町村数

自転車ネットワーク計画の策定

自転車ネットワーク計画を含む自転車活用推進計画の策定市区町村数は、216市区町村（R7.3時点）
自転車ネットワーク計画を策定済の自治体数は着実に増加しているが、さらなる策定促進が必要
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計画

(計画目標)

（国土交通省調べ）

(市区町村)

(年度末)

○ 自転車ネットワーク計画調整会議（都道府県単位）の設置（R7.9）
• 国、都道府県、市区町村、警察による調整会議を設置し、

自転車ネットワーク計画の策定等に向けて意見交換・情報共有等
を実施
→ 道路管理者間の相互調整
→ 計画策定の働きかけ・支援
→ 自転車に関する取組について相互に情報共有・協力 等

【これまでの計画策定促進の取組】
有識者委員会の提言*を踏まえ、 DIDを有し、かつ、
■自転車事故の多さ
・自転車事故件数
・人口あたりの自転車関連事故件数

のいずれかが上位３割である市区町村をリストアップし、
該当する119市区町村に対して計画策定を働きかけ

上記に該当する119市区町村のうち、直轄国道が通過する
91市区町村は優先的に協議会を設置

国土交通省
(地方整備局等)

該当する
市区町村

計画策定を
働きかけ

* 「「自転車ネットワーク計画策定の早期進展」と「安全な自転車通行空間の早期確保」に向けた提言」
(H28.3、安全で快適な自転車利用環境創出の促進に関する検討委員会）

■自転車利用の多さ
・通勤通学利用人口
・自転車分担率

現状

課題

自転車ネットワーク計画の策定済自治体はDIDを有
する自治体数と比べても少なく、更なる自転車ネット
ワーク計画の策定促進が必要



① 地域内における自転車利用の主要路線としての役割を担う、
公共交通施設、学校、地域の核となる商業施設やスポーツ関
連施設など大規模集客施設、観光拠点、主な居住地区等を
結ぶ路線

② 通学路、病院や福祉施設の周辺など自転車と歩行者の錯綜
や自転車関連の事故が多い路線の安全性を向上させるため、
自転車通行空間を確保する路線

③ 自転車通学路の対象路線（中学校、高等学校、大学等への
接続路線）

④ 地域の課題やニーズに応じて自転車の利用を促進する路線

⑤ 沿道で新たに施設立地が予定されており、自転車の利用増
加が見込まれる路線

⑥ 自転車道、自転車専用通行帯、自転車専用道路が整備済で
ある路線

⑦ 並行する道路の新設等に伴い自動車交通が転換し、空間の
再配分が可能な路線

⑧ 新設道路（自動車専用道路、歩行者専用道路を除く）

⑨ その他自転車ネットワークの連続性の確保や自転車の活用
を一層推進するために必要な路線

自転車ネットワーク路線を選定する際の観点を整理
し、考え方を具体的に示すことが必要

自転車ネットワーク路線の選定の考え方

自転車ネットワーク路線は、各自治体において｢利用｣｢安全｣｢ネットワーク｣の視点を適宜組み合わせて選定
ガイドラインでは路線選定の観点の例示に留まっており、基本的な考え方の提示が必要
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計画

■自転車ネットワーク路線を選定する際の視点の例示
■様々な視点の組合せによる自転車ネットワーク路線の検討

出典：さいたま市自転車ネットワーク整備計画(R6.10)より引用

現状

課題

利用

安全

ネット
ワーク

（出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））

（さいたま市の例）
計画を踏まえた自転車ネットワークの選定方針に対応する具体的な路線条件を設定



自転車ネットワーク計画におけるデータの活用

自転車の主要な動線の把握方法として、自転車プローブデータの活用を紹介
データ活用にむけて、自転車ネットワーク路線の検討におけるデータ活用のあり方を具体的に示すことが必要
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計画

出典：文京区自転車活用推進計画より引用

■自転車プローブデータの例
■自転車ネットワーク計画におけるデータ活用の紹介

自転車ネットワーク計画を位置付けた市町村自転車活用推進計画
を策定する場合は、共通して利用可能な情報について、合理的に取
得・整理することが望ましい。

自転車の主要な動線としては、幹線道路や旧街道筋のほか、河川
や鉄道に沿って連続的に通行できる経路等も考えられる。自転車の
動線が想定しづらい場合は、 自転車利用の多い学校や企業等の協
力を得て通行経路に関するアンケートを実施することや、シェアサイ
クル事業者の協力を得て自転車プローブデータを活用す ること、ス
マートフォンの移動履歴座標データ等を活用することも有効な方法
である。

（出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））

現状

課題

自転車ネットワーク路線の検討におけるデータ活用の
考え方や方法を具体的に示すことが必要

自転車ネットワーク計画を策定する際に、自転車の主要な動線を把
握する有効な方法の一つとして自転車プローブデータの活用を紹介

シェアサイクルポートが面的に設置されているエリアにおいて
シェアサイクル利用者の自転車プローブデータ（動線や移動交通量
の情報）により、自転車の主要な動線を把握

（東京都文京区の例）
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自転車道（自転車専用道路を含む）
自転車専用通行帯
車道混在

自転車ネットワークの整備

自転車通行空間の整備延長は9,841km（R7.3速報値）、うち９割超が車道混在(矢羽根型路面表示等)
更なる自転車ネットワークの整備、特に自転車専用通行帯等の専用空間の整備が必要
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整備

管理者別の延長割合
（R7.3速報値）

整備形態別の平均年間整備延長
（H29～R6）

整備形態別の自転車通行空間延長の推移
(km)

（国土交通省調べ）
(年度末)

(km)

自
転
車
道

（
自
転
車
専
用

道
路
を
含
む
）

8,897

車道混在
のうち

暫定形態
整備は
約3割

【これまでの経緯】現状

課題

自転車通行空間の整備延長は増えているものの、更
なる自転車通行空間の整備が必要
車道混在による整備が多いため、自転車道・自転車
専用通行帯による専用空間の整備の推進が必要

H19 道交法改正
→ 歩道通行要件の明確化

H29 自転車活用推進法の施行

H30～第1次自転車活用推進計画

R3～ 第2次自転車活用推進計画

R8～ 自転車の青切符の導入

H19～モデル地区の通行空間整備

H24 ガイドラインの策定
→ 整備形態の考え方等の提示

H28 ガイドラインの改定
→ 矢羽根の標準化、暫定形態の活用

R1 道路構造令の改正
→ 自転車通行帯の新設等

R6 ガイドラインの改定
→ 空間再配分等の解説の充実

(速報値)

自
転
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自転車専用通行帯上への停車

自転車専用通行帯では、原則として駐車を認めていないが、停車需要の多い路線等では、沿道状況等により
通行帯の上に停車する車両が発生し、これら停車車両を避けて自転車が通行する状況
自転車専用通行帯における自転車の安全な通行を確保するため、通行帯上の停車の抑制が必要
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整備

取締り
地域住民の意見等を踏まえ、違法駐車の取締りに係るガイドラインの策定等を行い、
悪質性・危険性・迷惑性の高いものに重点を置いて取締りを実施。
特に自転車専用通行帯をふさぐ違法駐車についての取締りを積極的に推進。

停車帯等
自転車の安全かつ円滑な通行の確保に支障がないよう、貨物の積卸や人の乗降等
といった駐停車需要に応えるため、必要に応じて停車帯等を設置。
（路外駐車場等の沿道状況や地域における駐車施策等との整合性に配意）

現状

課題

自転車専用通行帯における自転車の安全な通行を確保
するため、通行帯上の停車の抑制が必要

■路上駐停車対策の考え方 （出典：「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」
（R6.6、国交省・警察庁））

自転車の安全かつ円滑な通行空間の確保のため、
自転車専用通行帯の整備箇所には、原則として駐車は認めない。

自 転 車 専 用
ゴム製ポール

ドア開放に備えた余裕幅

自転車専用通行帯上に並ぶ停車車両と
停車車両を右側から避けて通行する自転車



自転車ネットワークの現状・課題まとめ

8

課題現状項目

更なる自転車ネットワーク計画の策定促
進が必要

自転車ネットワーク計画を含む自転車活用
推進計画の策定市区町村数は、216市
区町村（R7.3時点）

自転車ネットワーク計画
の策定

計
画

自転車ネットワーク路線を選定する際の観
点を整理し、考え方を具体的に示すことが
必要

自転車ネットワーク路線は、各自治体にお
いて｢利用｣｢安全｣｢ネットワーク｣の視点を
適宜組み合わせて選定

自転車ネットワーク路線
の選定の考え方

自転車ネットワーク路線の検討における
データ活用の考え方や方法を具体的に示
すことが必要

一部の自治体では、現状の自転車の主要
動線を把握する手段として、自転車プロー
ブデータ等を活用

自転車ネットワーク計画
におけるデータの活用

更なる自転車通行空間の整備が必要
自転車道・自転車専用通行帯の専用空
間の整備を推進することが必要

自転車通行空間の整備延長は
9,841km（R7.3速報値）、うち９割超
が車道混在(矢羽根型路面表示等)

自転車ネットワークの整
備

整
備 自転車専用通行帯における自転車の安全

な通行を確保するため、通行帯上の停車
の抑制が必要

自転車専用通行帯では、原則として駐車
を認めていないが、停車需要の多い路線等
では、通行帯の上に停車する車両が発生
し、これら停車車両を避けて自転車が通行
する状況

自転車専用通行帯上へ
の停車


